経営学部における私法教育 by 三森 敏正
－ 30－
経営学部における私法教育
石巻専修大学経営学部教授　三 森 敏 正
１　はじめに
　石巻専修大学は，1989（平成元）年に理工学部・経営学部の２学部５学科で創立さ
れ，その後、2013（平成25）年人間学部２学科を増設して，現在は３学部７学科とな
っている。石巻地域の多大な協力により設立されたこともあり，地域貢献を一つの
目標として掲げている。2011年の東日本大震災では，石巻地域は激震と津波の影響
で甚大な被害を出したが，幸いにも大学施設の損傷は軽微だったので，避難所，診療
所などとして行政機関に施設を提供し，さらにボランティア活動の拠点として地域
に貢献することができた。今後も，地域復興，発展のために，大学としての役割を
果たしていきたい。
　筆者は約20年前に大学の教壇に初めて立った。そのときの所属は経営情報学部で，
それ以後所属大学が変わっても，経営情報学部，経営学部と経営系統の学部に所属
して，主として専門の会社法（商法）および民法，法学などの科目を担当してきた。
そして，現在も経営学部の所属として，会社法（商法），民法，法学を担当している。
　経営学部の学生への民法，会社法（商法）の教育は，法律学の基礎を学んでない学
生に合計で２〜８単位の中で理解してもらわなければならず，特に特別法である会
社法（商法）を大学で学んだという段階にまで到達させることについては，非常に困
難を感じている。他方，経営学部に入学してくる学生は，少なくとも会社の組織や
経営に興味を持って入学してくるのであり，理工学部や人間学部の学生よりも会社
法（商法）に関心を持ってもらえることも事実である。そこで，本稿では，経営学部
における民法，会社法（商法）教育に携わるものとして私法教育の実情と雑感を記し
てみたい。
２　石巻専修大学における法学教育
　現在の経営学部では，経営学科の中で①マネジメントコース，②ビジネス会計コ
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ース，③情報システムコース，④まちづくり観光コース，⑤ビジネス開発コースの
いずれかのコースに２年の段階から学生自身の選択によって所属する。経営学部固
有の法律科目としては，民法ⅠからⅣ，会社法（商法）ⅠからⅡ，労働法，行政法があ
る。その他，すべての学生が履修できる共通科目（教養科目）として，憲法および法
学がある。しかし，現在，民法ⅢおよびⅣ，行政法は担当者が見つからず，この数年
は開講できないでいる１）。これらの科目を専任教員１名と専修大学法科大学院教授
の方１名および他大学教授の方１名を兼任講師にお願いして講義をおこなっている。
　カリキュラムとしては，民法Ⅰ・Ⅱ，労働法は１年次の選択専門科目として，会
社法（商法）Ⅰ・Ⅱは情報ビジネスコースとまちづくり観光コース以外のコースで
の選択必修科目として，２年次から４年次の間で設定されている。
　現在の履修状況をみると，会社法（商法）ＩおよびⅡを卒業時までに履修する学生
は約８割であるが，選択科目である民法Ⅰ・Ⅱを履修する学生は非常に少なく，会
社法（商法）Ⅰで初めて法律学の科目を履修する学生が大半となっている。
３　中等教育における法教育
　前述のように，ほとんどの学生にとって，大学入学後初めて履修する法律学の専
門科目が，民法の特別法たる会社法（商法）という状況になっている。このような状
況は，以前所属していた大学でも同様であったので，会社法（商法）を理解してもら
うための授業内容・方法の検討を行うに際して，大学入学前にどのような私法教育
が行われているかを考察した。
　2011年から実施された学習指導要領では，民法を中心とした私法については，公
民科において権利・義務の関係，家庭科において家族・家庭と法律など，生活課題
を主体的に解決し，家庭生活の充実向上を図る能力と実践的態度を育てる学習にか
かわって取り上げられている２）。また，消費者問題として消費者トラブルに関連し
１）開学以来本学の法律学専任教員は，憲法と民法の２名だけであったため，民法と憲法・行政
法の科目が多かったが，現在は会社法（商法）を専門とする教員１名のみとなっている。この
ため，カリキュラム改革を試みてきたが，他科目との調整の問題があり，2017年のカリキュラ
ム改定によって現状に合わせた科目配置となる予定である。
２）坂下裕一「小・中・高等学校における法教育の位置づけ」ジュリスト1266号56−57頁。
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た消費者契約等についての授業もなされている３）。
　しかし，法教育について重視している高等学校は約58％に止まっていることと，
法教育の中心が規範の意味や憲法を中心として行われているので４），多くの高校で
は民法については基本原則などの授業を行っていないことが窺える。
　このように高等学校においても私法に関する教育は十分に行われているとはいえ
ず，本学経営学部に入学してくる学生の多くは，民法などの基礎知識を持ち合わせ
ていないまま，民法の特別法たる会社法（商法）を履修することになっているのが現
状である。
４　学生の興味と理解を深めるために─経営学との接点
　このように民法の基礎知識を持たない学生に対して，15〜30回の授業の中で会社
法（商法）の個々の条文の立法趣旨，定義などを理解した上で法律を解釈できる程度
まで能力を高めることは非常に困難である。また，多くの学生は，実例や実践から
論証していくことの多い経営学部の他の科目とはかなり性格の異なる法律学につい
ては，難しいという印象をはじめから持って履修しているので，必然と興味や関心
が薄い。さらに，効率的に経営を行い，可能な限り高い収益を求めていくための企
業経営に一つの焦点を置いている経営学において，会社法（商法）がどのような位置
づけにあるのかということを理解してもらうことも難しい。
　前述のように石巻専修大学経営学部には５コースが設置されているが，毎年約50
％の学生が会社経営に関する科目を中心に構成されているマネジメントコースを選
択している。また，会計学に関する科目を中心としているビジネス会計コースを約
20％の学生が選択している。したがって，この選択率からすると約７割の学生は，
経営学と会計学に興味を持っていると思われる。そこで，経営学や会計学の科目の
内容と会社法（商法）の各規定を相互に関連して授業を行うことができれば，多少な
３）小代誠一郎「学校現場において法教育を充実・発展させるための方策について──具体的な
授業例を踏まえて」法務省平成24年度法教育懸賞論文，http://www.moj.go.jp/housei/
shihouseido/housei10_00026.html
４）法務省「高等学校等（普通科）における法教育の実践状況に関する調査研究」報告書28頁　
http://www.moj.go.jp/content/001148749.pdf
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りとも，会社法（商法）に対する学生の興味を引き出すことができると考えられる。
そして，会社法（商法）の説明に必要な限りで，民法との基礎知識を合わせて教育で
きるのであれば，民法や会社法（商法）への一定の理解も深まっていくと考えている。
　このような教育方法の実現可能性について，経営学，会計学の担当教員と何度か
ディスカッションを行った。しかし，これを実際に行うには，現在の独立した科目
によって構成されているカリキュラムでは難しく，カリキュラム改定によって新た
な科目を設定して実施するとしても，既存の科目との調整を行うことは非常に難し
いのが実情である。また，法律学からしても，体系を全く考慮せずに細切れ的に教
育を行うことに対して懸念がないわけでもない。
５　結びに代えて
　以上，石巻専修大学経営学部における民法・会社法（商法）の教育の実情を述べて
きた。経営学部における民法・会社法（商法）教育では，法学部で行われているよう
な体系的な解釈論を行うことは，学生の基礎的知識，カリキュラム，単位数の制約
から非常に難しい。このような中で，専門科目としての質を維持しながら教育して
いくためには，他の専門科目と関連した教育が必要であると考えられる。しかし，
他の専門科目の担当者からは，必ずしも法律学との連携が必要であるとは考えられ
ていないのが実情である。ただ，近年の企業不祥事の頻発により，経営学の分野に
おいてもコンプライアンスの重要性についての意識が高まっている５）ので，今後連
携の可能性が高まってくることを期待している。
　ただ，他の科目との連携が実現したとしても，経営学と法律学との学問の性格の
違いによる教育方法の違いについての問題は残されることになる。学士力の充実が
求められている現在の状況において専門科目として民法・会社法（商法）について
学生の理解を深めるには，毎授業毎のきめ細かいフォローが必要になってくると考
えている。そのための一助として，筆者は毎授業毎に独自で作成した「Ｒシート」６）
を出席学生全員に配布して，授業の最後の５〜７分を使って，その日の授業の重要
５）今年度の経営哲学学会の統一論題は「企業不祥事とは何か」であった。
６）「Ｒシート」の“Ｒ”は「理解」や“Reflection”の意味を込めた。
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点の要約，質問等を記入させている。そして，質問が記入してある場合には，次回
の授業の冒頭で回答することとしている。
　このシートは，約15年前にはオーソドックスな体系的な商法の授業を行っていた
が，試験を実施すると学生が十分に理解していないことを痛感して，学生の理解に
資すればと考えて始めたものである。シートの導入後では学生の理解の程度を毎回
知ることができ，十分に理解していない事項については，民法の基礎的部分なども
含めて補足することができるようになった。導入後の試験の結果等から判断すると，
シートの導入により学生の興味や理解度が多少改善されたので，以後はすべての授
業で実施している。
　しかし，この方式による授業は，筆者の能力不足もあり進度が遅延しがちである
という課題もある。そこで，専門科目として経営学部の民法・会社法（商法）にとっ
てどの部分が必要であるかを十分に検討して，体系としても無理のない取捨選択を
していくことが必須となるので，今後はこのことを念頭に置いた授業を実施し，経
営学部における私法教育の充実を図っていきたいと考えている。
